
データでつなぐ、地域の飼料づくり。
作れる土地から、届く飼料へ。

1. なぜ今、“子実とうもろこし”なのか 出典：農水省「飼料をめぐる情勢」「食料需給表」（2026年）

栽培から乾燥調製・配合飼料化・畜産農家への供給までを地域で完結する仕組みが、すでに動いている。

小麦で実証した「現場に届く衛星データ」を、国産飼料サプライチェーン全体へ。 ALLMASSY

衛星データで、日本の飼料自給率と遊休農地問題をアップデート ALLMASSY
Agri - Light - Lab. Maize Support System for Yamaguchi

山口県発・子実とうもろこし「一気通貫サプライチェーン」への挑戦

２.山口県には「一気通貫」の突破口がある
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栽培 収穫 加工耕種農家とコントラクターによる
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国産子実専用の飼料加工工場
（高度利用センター）

全国初の先進事業（2024年〜・やまぐち子実コーン協議会）

課題A 課題B 課題C作付け拡大 排水対策 計画的運用
機械・工場は現状の約6倍の面積に対
応可能。しかし、好適な作付け候補
地の選定が難しい。

排水不良は減収の最大要因。輪作の
合間はわずか2週間。対策の優先順
位付けが必要。

約180筆が東西22km・南北16kmに
点在。機械・工場・人員の計画運用
が重要。

３.実装済みのサービスがベース
課題解決に直結した
“農業現場ですぐに使える”情報を提供
ベテラン農家「これ当たるんよ」と評価
（詳細は左下QRコード）

飼料自給率はわずか 0.1%
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子実とうもろこしは高収益性と労働効率に優れる
米と比較すると・・・
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水田転換と遊休農地活用の有力候補だが
生産・飼料加工・販売の仕組みが必要

米の総需要
約850万tの

約2倍

2022年～
開花期追肥量診断を
事業化

約４週間前
作業前に情報を提示

４年連続
現場での運用実績

品質向上
子実タンパク含有率
基準の達成に活用

山口県産パン用小麦「せときらら」で実装済み
開花期予測・追肥量診断

山口県小麦の開花期追肥診断情報例

500以上

開花期追肥
Kg/10a

収穫量
Kg/10a

400-500
300-400

硫安70・尿素35
硫安60・尿素30

硫安40・尿素20300未満
硫安50・尿素25

【NEDO Challenge ファイナリスト_開発技術紹介(テーマ1)】

食料・飼料自給率向上および遊休農地解消のための衛星データ
活用システム/株式会社アグリライト研究所 農



2030 他産地での事業化（実証）
2029 他産地での意見交換・事業化検討
2028 山口県で事業化

2026-27 山口県で実証
（2026年産飼料用とうもろこし）

1. ALLMASSYが提供する3つの情報サービス 入力 → 解析 → 現場で使える出力

ALLMASSY ／解決策と社会的発展性

２.技術的根拠と「実際に効く」解析結果

３.行政・JA・農業委員会との連携を円滑化し、産地育成を加速する

衛星データで、現場の「ラストワンマイル」を解決する。
顧客は日常業務での営農情報（農地位置・播種日・品種）を渡すだけ。あとは適時に、印刷して配れるA4レポートが届く。

好適な作付け
候補地の選定

前作作柄に
基づく排水対策

収穫期・収量・
搬入量の予測

距離・道幅・接道・農地面積と衛星デー
タによる前作の作付け履歴から、機械作
業に適した候補地を絞り込む。

光学衛星による前作の作柄と筆ポリゴン
から、農地ごとの排水性を評価。作業の
1〜2か月前に提供する。

発育モデル（気象×筆ポリゴン）と最適
発育期の衛星データで予測。産地別＋全
域の2種を提供する。

効果 農業委員会・生産者との交渉を
「具体的な土地」で始められる

効果 限られた作業期間に優先すべき
農地から対策（最優先／優先／維持）

効果 収穫1か月前に、機械・人員・
工場稼働の計画が立つ

入力 前作の衛星値・農地
解析 排水性判定
出力 対策優先度レポート

入力 播種日・品種・気象
解析 発育・収量予測
出力 搬入計画レポート

光学衛星 SAR衛星 防ぐ被害

前作の小麦農地を衛星画像から判定
（候補地選定）

水稲の作付けを判定
（青＝作付けあり）

排水不良による湿害
（収獲不能）を先回りで回避

入力データ（気象・農地・営農記録・筆ポリゴン・衛星）を解析・推定し、地図／A4判PDF／CSV・GeoJSONで出力。
生成AIを活用して内製化し、地域ごとの細かな課題に素早く対応する。

４.全国へ広がるポテンシャルとロードマップ

国産飼料の増産、遊休農地の活用、若い担い手を呼び込むデータ駆動型の地域農業モデルへ

地域計画・施策の検討に

•作付け適地の抽出
• 遊休農地の見える化

営農指導・提案の精度向上に

•提案資料の提供

•指導の効率化

加工・流通計画の最適化に

•必要量の予測

•安定供給の実現

効果をデータで見える化

• 事業の継続・拡大に貢献
•データの蓄積・共有

実用化ロードマップ

株式会社アグリライト研究所 info@agri-light-lab.co.jp
チームメンバー：農業生産法人 株式会社あぐりんく ／ 地方独立行政法人 山口県産業技術センター ／ 山口県農林総合技術センター畜産技術部

入力 農地・道路・衛星
解析 候補地探索・空間連携
出力 適地マップ

再生利用可能な荒廃農地（農用地区域）の20％ × 反収500kg/10aで試算
北海道を除く全都府県で年間約60,000トンの増産ポテンシャル（自給率0.5％相当）
年間生産量の比較

0
1
2
3
4
5
6
7(万t)

1.6万t

現在の国内生産量
（2024年推計）

6.0万t

増産ポテンシャル
（荒廃農地活用）

約 60,000 t／年
飼料自給率 約 0.5 ％ 相当

日本の飼料自給率向上に
大きく貢献できるポテンシャル

約3.8倍

荒廃農地の活用で、年間約6万トンの増産ポテンシャル

従来
このあたりに良い
農地はないか？

曖昧な相談からスタート

ALLMASSYで具体化

衛星・農地情報から候補農地を抽出し具体データに変換

現場でそのまま配れるA4判レポートが、生産者との交渉と遊休農地解消の事務を円滑にする

農地
マッピング

山口県宇部市と連携
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